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Ⅰ．はじめに
　第二次世界大戦（以下、第二次大戦）後、世界経済
はＧＡＴＴ体制１の下で自由貿易化を推進してきた。自
由貿易論については、古くはスミス（Smith, Adam）や
リカ ドーウ（Ricardo, David）が提唱したことにはじまり、
今日の自由貿易化を支える基盤となっている２。1995年
に設立された世界貿易機関（以下、ＷＴＯ）の協定の前
文に、「生活水準の向上、完全雇用の確保、高水準の
実質所得及び有効需要の着実な増加、資源の完全利用、
物品及びサービスの生産及び貿易の拡大」を設立の目的
としているように、自由貿易化が経済発展を促し、生活
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－浅草地域の革製履物製造業の調査を踏まえて－
　本稿の目的は、浅草地域の革製履物製造業を例に地場産業の衰退について分析をすることである。同産業では、革
製履物の国内生産量が年々減少してきているが、その背景には、関税の引き下げによって安価な製品が新興国から輸
入されているからである。
　自由貿易の推進は、経済発展を促し、生活の質の向上に寄与するものと理解されている。これは、「比較優位」と
いう説に由来するものである。しかし、自由貿易が進むと競争力の弱い産業は淘汰され、それぞれの地域で育くまれ
てきた地場産業が消滅する可能性をもっている。浅草は産業集積地としての優位性が認められる一方で、前近代的な
「職人」的生産組織が依然として残存する地域であり、貧困を生み出す構造をも有している。その状況を統計資料と
聞き取り調査から概観し、課題を提起する。
キーワード：地場産業の衰退　革製履物製造業　自由貿易　比較優位
　The purpose of this paper is to analyze the decline of the leather footwear industry, which is a local industry 
in Asakusa. The domestic production of leather footwear is decreasing every year because reduction in tariff is 
promoting import of cheap leather shoes from developing countries.
　The people promoting free trade understand that free trade promotes financial development and improves 
living quality. This derives from "theory of comparative advantage." However, when free trade is being 
developed, weak industries are selected, and the local industries that people have developed may become extinct. 
The leather footwear industries in Asakusa are excellent as regional industrial clusters, but poverty may occur 
because old-fashioned product organization of "craftsmanship" is no longer present. After surveying its situation 
from a statistical analysis and interview survey, several problems have been discovered.
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の質の向上に寄与するものと理解されている。また、同
協定において、この目的に寄与するためには、「関税その
他の貿易障害を実質的に軽減し、及び国際貿易関係に
おける差別待遇を廃止する」ことが確認されており、「自
由貿易化の推進＝関税および差別待遇の撤廃」という
認識がなされているものといえる（経済産業省通商政策
局，2007）。
　しかしながら、こうした自由貿易化の推進により斜陽
化してきた産業も存在している。「比較優位」の観点に
立てばやむを得ないことであるが、本稿で取り上げる革
製履物３製造業は、日本国内にもいくつかの産業集積
地４が形成されてきたように、地域経済を支えてきた地
場産業の１つである。その歴史は、開国が出発点となる
が、江口（1980）が、「明治以降、日本資本主義の生成
に伴って移植された産業の１つである。またその技術も
世界各国から招へいされた外人により伝播され、『靴職
人』はいわゆる『新職人』として創成され、再生産され
てきたものである」と説明しているように、東京都台東
区の浅草地域（以下、浅草）は、明治時代に西洋の製
造技術が導入されたことを契機に、革製履物製造の集
積地として発展してきた５。しかし、1980年代にアメリカ
や当時の欧州共同体（ＥＣ）の要請により関税等の条件
緩和が進められ、市場開放が促されてきた。また、新興
国の台頭により、欧米諸国に留まらず、国内への革製履
物の輸入が推進されることとなる。とりわけ、新興国の
安価な労働力を基盤とする大量生産化された低価格製
品の輸入は、国内産業に少なからず影響を及ぼしてきた。
　こうした状況下にはあるものの、山本（2008）が評価
しているように、この地域における革製履物製造業の産
業集積地としての優位性は、産業再生の可能性を有す
るものといえる。今後、環太平洋経済連携協定（ＴＰＰ）
への参加が具体化すれば、同産業のみならず、競争力
の脆弱な産業も競争に晒されることになる。自由貿易化
が進展するなかで、各産業の産業としてのあり方が問わ
れているものと考える。
　以上の問題意識から、本稿では、地場産業の衰退に
関する事例分析を試み、課題を提起する。
Ⅱ．革製履物に関する自由貿易化の経緯と現状
１．輸入規制制度改定の経緯 ―ＩＱからＴＱへ―
　第二次大戦後の世界経済は、アメリカを中心としたブ
レトンウッズ体制６の下で再始動する。これには、1929
年の世界恐慌を契機に各国がブロック経済を敷いたこと
に起因する大戦の誘発とその大戦によって世界経済が混
乱したことへの反省があったからである。1947年10月に
調印された「関税および貿易に関する一般協定（ＧＡＴ
Ｔ）」もまた、多国間の貿易を扱う事実上の国際機関と
してブレトンウッズ体制を支える柱としての役割を果たす
こととなる。
　敗戦国となったわが国は、1952年の独立まで連合国
軍最高司令官総司令部（以下、ＧＨＱ）の占領統治下に
置かれていた。ＧＨＱによる統治の下では「配給統制」
がなされ、1950年に貿易統制が解除されるまでは革靴
製造に必要な皮革材料の輸入量はＧＨＱの意向に委ね
られていたが、1955年のＧＡＴＴ加盟により、わが国も
世界経済へと参入することとなる。
　ＧＡＴＴ加盟当時のわが国における皮革・革靴産業は、
企業規模が零細であること、原皮を輸入に依存している
こと等から、国際競争力は諸外国に比べ大きく劣ってい
る状況にあることや、合成品の進出等により、国内需要も
低迷しているなど業界をとりかこむ環境も極めて厳しい
状況におかれていることなどから、皮革・革靴の輸入さ
れる数量を一定数量に限定する輸入数量制限（以下、Ｉ
Ｑ）制度を採用し、国内産業の保護を図ってきた。しかし、
アメリカをはじめとするＧＡＴＴ加盟国からのＩＱ制度の
撤廃要求のほか、皮革・革靴に関しては市場開放の要
請がなされてきた。1984年５月には、ＧＡＴＴ理事会に
おいて皮革に関するＩＱ制度がＧＡＴＴに違反するとの
パネル報告が採択され、革靴についてもＧＡＴＴ23条協
議において同様の結論が出されることが予想されたため、
わが国は、ＧＡＴＴとの整合性を図る観点からＩＱ制度
の見直しをおこない、「関税上の措置」に移行することに
ついて検討をおこなう旨を表明した。これに対し、アメ
リカはわが国の皮革・革靴に通商法第301条を適用する
ことを決定し、満足のいく解決が得られない場合には対
抗措置を発動する旨を発表した。こうした経緯を踏まえ、
極めて困難な状況にある国内産業に対する輸入自由化に
伴う急激な衝撃を避けるとともに、アメリカおよび諸外国
からの要求に対応し、市場アクセスの実質的な改善を図
ることも併せて検討を重ねた結果、わが国は、皮革およ
び革靴について関税割当（以下、ＴＱ）制度を1986年４月
から導入することとなった（財務総合政策研究所，1986）。
２．ＴＱ制度の概要と現状
　ＴＱ制度（Tariff Quota System）とは、関税割当枠（数
量枠）を設け、一定数量までは低い税率で、これを超え
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る分については二次税率として高税率が適用される制度
である。従来のＩＱ制度（Import Quota System）が輸
入数量を割り当てる仕組み７であったことに鑑みれば、い
うまでもなく海外からの製品の輸入を促進するシステム
への移行となる。さらに、ＴＱ制度の導入に際して、毎
年一定の率（20％程度）で割当数量枠を拡大することと
されていたこと、また、税率については、ＧＡＴＴの譲
許税率８となっていたため、導入後もその規制が徐々に
緩和されていくこととなる。
　表１に示したとおり、ＴＱ制度は当初、各国からの輸
入に対して一定量までの関税を原則27％（一次税率）とし、
その量を超えて輸入する場合には、60％あるいは１足当
たり4,800円のどちらか高い方の関税が賦課されるという
ものであった。しかし、1993年のＧＡＴＴ（ウルグアイ・
ラウンド）交渉においてＴＱ制度のを20％引き下げ（27.0
％→21.6％）、二次税率を50％引き下げる（60.0％→30.0
％）こととなった。一次税率の割当数量が大幅に拡大さ
れ、二次税率についても一次税率との差が縮小され、Ｔ
Ｑ制度が有する「輸入規制」は、より形骸化されたもの
といえる。
　ＴＱ制度は、1995年に設立されたＷＴＯ設立後も引き
継がれ、海外からの製品輸入の規制が大幅に緩和され
ていくこととなる。以下では、ＴＱ制度の導入と改定に
よる影響がどのような形であらわれてきたのか、統計資
料の解析から概観することとする。
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表１　ＴＱ制度における革靴の割当数量および税率（1986年度～）
が輸入数量を割り当てる仕組み７であったことに鑑み
れば、いうまでもなく海外からの製品の輸入を促進す
るシステムへの移行となる。さらに、ＴＱ制度の導入
に際して、毎年一定の率（20％程度）で割当数量枠を
拡大することとされていたこと、また、税率について
は、ＧＡＴＴの譲許税率８となっ いたため、導入後
もその規制が徐々に緩和されていくこととなる。 
 表１に示したとおり、ＴＱ制度は当初、各国からの
輸入 対 て一定量までの関税を原則27％（一次税率）
とし、その量を超えて輸入する場合には、60％あるい
は１足当たり4,800円のどちらか高い方の関税が賦課
されるというものであった。しかし、1993年のＧＡＴ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅲ．革製履物に関する輸入・国内生産状況 
 
１．革製履物の輸入量 
 表２は、ＴＱ制度が導入された 1986 年以降の革製履
物の輸入状況を示したものである。1986 年時点の輸入
足数は 4,325 千足であったが、1990 年には 319.0％増
の 18,121 千足、1995 年にはほぼ倍増の 30,254 千足と
なり、急激な輸入量の増加がみられる。1995 年から
2000 年にかけてはやや減少するものの、2000 年から
2005 年にかけては再び増加して 36,710 千足、2010 年
にはやや減少して 34,709 千足となるが、2012 年には
再び増加して 38,040 千足となっており、ＴＱ制度導入 
改定が合意され、1995年1月1日からの8年間に一次税率
Ｔ（ウルグアイ・ラウンド）交渉においてＴＱ制度の
を20％引き下げ（27.0％→21.6％）、二次税率を50％
引き下げる（60.0％→30.0％）こととなった。一次税
率の割当数量が大幅に拡大され、二次税率についても
一次税率との差が縮小され、ＴＱ制度が有する「輸入
規制」は、より形骸化されたものといえる。 
 ＴＱ制度は、19 5 年に設立 も引
き の製品輸入の規制が大幅に緩和さ
れ くこ となる。以下では、ＴＱ制度の導入と改
定による影響がどのような形であらわれてきたのか、
統計資料の解析から概観することとする。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
からの 20 年余の間に約 8倍に増加したことになる。そ
の内訳について、以下では、革靴の輸入状況を国別に
みていくこととする。 
 表３は、革靴の輸入動向について国別（上位 3 国）
にみたものである。1990 年までは、「韓国」が革靴の
輸入総数の１位を占めていたが、1995 年以降、「中国」
が取ってかわっている。また、「ＴＱ該当数」をみても、
1995 年までは「イタリア」が１位であったが、2012 
年に「カンボジア」と順位が入れ替わるものの、2000
年以降は「中国」が高順位を維持している。「中国」の
1 足当たり平均単価（総額／足数）は、推計で 2,200
～2,800 円程度となっていることから、1 次税率（約
25％）と小売店の粗利（20％程度と想定）を加味して
表１ ＴＱ制度における 量および税率（1986 年度～） 
年度 一次関税割当数量 一次税率 二次税率 
1986 2,453,000 足 
 
30.0％ 
 
 
27.0％
 
21.6％
60％ 
もしくは 
１足当たり 4,800 円 
（どちらか高い方） 
1987 2,700,000 足 
1988 3,110,000 足 
1989 3,580,000 足 
1990 4,120,000 足 
1991 4,830,000 足 
1992 5,796,000 足 
1993 6,955,000 足 
1994 8,346,000 足  （※） 
1995 10,015,000 足 29.3％ 26.3％ 21.1％ 56.3％or\4,737.5 56.3％or\4,500.0 
1996  28.5％ 25.7％ 20.5％ 52.5％or\4,675.0 52.5％or\4,200.0 
1997  27.8％ 25.0％ 20.0％ 48.8％or\4,612.5 48.8％or\3,900.0 
1998  27.0％ 24.3％ 19.5％ 45.0％or\4,550.0 45.0％or\3,600.0 
1999  26.3％ 23.6％ 18.9％ 41.3％or\4,487.5 41.3％or\3,300.0 
2000 12,019,000 足 25.5％ 23.0％ 18.4％ 37.5％or\4,425.0 37.5％or\3,000.0 
2001  24.8％ 22.3％ 17.8％ 33.8％or\4,362.5 33.8％or\2,700.0 
2002  24.0％ 21.6％ 17.3％ 30.0％or\4,300.0 30.0％or\2,400.0 
…
 
… … … … …
    注：「二次税率」の右列（※）は、甲が革製のもののうち、中底が19cm以下のものの場合である。 
   資料：経済産業省ＨＰ（過去の割当枠推移と関税率の推移数量関係の推移）より筆者作成 
Ⅲ．革製履物に関する輸入・国内生産状況
１．革製履物の輸入量
　表２は、ＴＱ制度が導入された1986年以降の革製履
物の輸入状況を示したものである。1986年時点の輸入
足数は4,325千足であったが、1990年には319.0％増の
18,121千足、1995年にはほぼ倍増の30,254千足となり、
急激な輸入量の増加がみられる。1995年から2000年に
かけてはやや減少するものの、2000年から2005年にか
けては再び増加して36,710千足、2010年にはやや減少し
て34,709千足となるが、2012年には再び増加して38,040
千足となっており、ＴＱ制度導入改定が合意され、1995
年１月１日からの８年間に一次税率からの20年余の間に
約８倍に増加したことになる。その内訳について、以下
では、革靴の輸入状況を国別にみていくこととする。
　表３は、革靴の輸入動向について国別（上位３国）に
みたものである。1990年までは、「韓国」が革靴の輸入
総数の１位を占めていたが、1995年以降、「中国」が取
ってかわっている。また、「ＴＱ該当数」をみても、1995
年までは「イタリア」が１位であったが、2012年に「カン
ボジア」と順位が入れ替わるものの、2000年以降は「中国」
が高順位を維持している。「中国」の１足当たり平均単
価（総額／足数）は、推計で2,200 ～ 2,800円程度とな
っていることから、１次税率（約25％）と小売店の粗利
（20％程度と想定）を加味しても、国内における１足当た
自由貿易化に伴う地場産業衰退に関する事例分析
りの小売価格は、平均的に3,000 ～ 4,000円程度となり、
国内の生産品（安いもので5,000 ～ 10,000円）よりも安
価となる。
　一方で、2000年以降になると、「カンボジア」や「ベト
ナム」、「バングラデシュ」、「ミャンマ 」ーと いった国が台
頭してきている。これらの国は、「一般特恵関税制度」９
の対象国であり、システム上は「ＴＱ２次」の対象とな
るが、実質的には「無枠・無税」で輸入が行われてい
る国である。いずれの国も１足当たりの平均単価（総額
／足数）は、推計で1,500 ～ 2,000円程度となっており、
小売店の粗利（20％程度と想定）を加味しても、平均的
に2,000 ～ 3,000円程度となり、国内生産品よりも安価と
なる。
　このような安価な製品の輸入量の増加が、国内の生産構
造に少なからず影響を及ぼしている可能性が考えられる。
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も、国内における 1 足当たりの小売価格は、平均的に
3,000～4,000 円程度となり、国内の生産品（安いもの
で 5,000～10,000 円）よりも安価となる。 
 一方で、2000 年以降になると、「カンボジア」や「ベ
トナム」、「バングラデシュ」、「ミャンマー」といった
国が台頭してきている。これらの国は、「一般特恵関税
制度」９の対象国であり、システム上は「ＴＱ２次」
の対象となるが、実質的には「無枠・無税」で輸入が 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．革製履物の輸出量と国内生産量 
 表４は、ＴＱ制度が導入された 1986 年以降の革製履
物の輸出状況について示したものである。輸出足数は、
1988年の5,639千足から1990年には29.1％増の6,929
千足となっているものの、1995 年には 37.1％減の
4,360 千足となり、さらに、2000 年には 2,181 千足と
半減している。その後も減少し、2005 年には 1,686 千
足、2010年には1,397千足、2012年には1,254千足と、
ＴＱ制度導入から 20 年余の間に輸出規模が４分の１
にまで縮小したことになる。 
 表５は、革製履物の生産足数の状況（常用従業者 10
人以上の事業所）を示したものである。「全国」をみる
と、1985 年に 53,387 千足あった生産量が 2012 年には 
行われている国である。いずれの国も 1 足当たりの平
均単価（総額／足数）は、推計で 1,500～2,000 円程度
となっており、小売店の粗利（20％程度と想定）を加
味しても、平均的に 2,000～3,000 円程度となり、国内
生産品よりも安価となる。 
 このような安価な製品の輸入量の増加が、国内の生
産構造に少なからず影響を及ぼしている可能性が考え
られる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
16,215 千足にまで減少し、ＴＱ制度導入以降 70％近い 
減少率となっている。特に、年間隔の短い 2012 年を除
き、2000 年以降の減少率が-27.4％、-29.3％、-31.7％
と徐々に減少している。 
 一方、「東京」については「全国」よりもさらに大き
な影響が生じていることがわかる。1985 年に 22,882
千足（全国の約40％）あった生産量が2012年には2,901
千足（全国の約 20％）にまで減少し、ＴＱ制度導入以
降約 85％の減少率となっている。年間隔の短い 2012
年を除き、2000 年以降の減少率も-25.6％、-34.7％、
-48.2％と「全国」より大幅に上昇している。 
 以上のとおり、ＴＱ制度の緩和がおこなわれた 1995
年以降、輸出量および国内の生産足数の推移に鑑みて
表２ 革製履物の輸入状況            単位：千足 
 1986 年 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 2012 年 
革製履物の輸入足数 4,325  18,121 30,254 28,581 36,710  34,709  38,040
増減数 ― 13,796 12,133 -1,673 8,129  -2,001  3,331 
増減率 ― 319.0% 67.0% -5.5% 28.4% -5.5% 9.6%
資料：東京都皮革技術センター台東支所「皮革統計ハンドブック」（日本関税協会「日本貿易月表」より作成） 
 
表３ 国別（上位 3国）にみた革靴の輸入動向           単位：％ 
年 輸入総数 １位 ２位 ３位 ＴＱ該当数 １位 ２位 ３位 
1986
年 
4,325 千足 
韓国 
34.1% 
アメリカ
12.7% 
フランス
4.7% 
1,535 千足
イタリア
24.5% 
韓国 
12.3% 
イギリス
9.8% 
1990
年 
18,121千足 
韓国 
58.6% 
台湾 
13.6% 
アメリカ
7.3% 
3,459 千足
イタリア
32.4% 
韓国 
10.6% 
アメリカ
9.4% 
1995
年 
30,016千足 
中国 
38.5% 
韓国 
18.3% 
イタリア
10.8% 
10,031千足
イタリア
28.8% 
中国 
14.5% 
韓国 
10.2% 
2000
年 
28,561千足 
中国 
43.2% 
イタリア
10.9% 
カンボジア
9.0% 
15,469千足
中国 
28.1% 
イタリア 
17.9% 
カンボジア
15.9% 
2005
年 
36,592千足 
中国 
39.1% 
カンボジア
14.6% 
ベトナム
9.6% 
20,059千足
中国 
30.0% 
カンボジア 
26.5% 
イタリア
13.4% 
2010
年 
34,616千足 
中国 
31.0% 
カンボジア
13.7% 
バングラデシュ
12.1% 
25,365千足
中国 
27.0% 
カンボジア 
18.4% 
ミャンマー
14.3% 
2012
年 
37,875千足 
中国 
24.6% 
カンボジア
15.5% 
ベトナム
13.4% 
28,489千足
カンボジア
20.5% 
中国 
19.3% 
ミャンマー
13.4% 
 注：「輸入総数」は、「１次ＴＱ」、「２次ＴＱ」、「革製スポーツ靴」、「その他の革製履物」の総数を示し
ている。このうち、「革製スポーツ靴」と「その他の革製履物」は、関税の対象となっていない。なお、2005
年以降は、筆者が「貿易統計」から数値を拾い出して計算している。 
資料：東京都皮革技術センター台東支所「皮革統計ハンドブック」（日本関税協会「日本貿易月表」より作成）、
財務省「貿易統計」より作成 
表２　革製履物の輸
表３　国別（上位3 靴の輸入動向
２．革製履物の輸出量と国内生産量
　表４は、ＴＱ制度が導入された1986年以降の革製履物の
輸出状況について示したものである。輸出足数は、1988
年の5,639千足から1990年には29.1％増の6,929千足とな
っているものの、1995年には37.1％減の4,360千足となり、
さらに、2000年には2,181千足と半減している。その後も
減少し、2005年には1,686千足、2010年には1,397千足、
2012年には1,254千足と、ＴＱ制度導入から20年余の間
に輸出規模が４分の１にまで縮小したことになる。
　表５は、革製履物の生産足数の状況（常用従業者10
人以上の事業所）を示したものである。「全国」をみ
ると、1985年に53,387千足あった生産量が2012年には
16,215千足にまで減少し、ＴＱ制度導入以降70％近い
減少率となっている。特に、年間隔の短い2012年を除き、
2000年以降の減少率が－27.4％、－29.3％、－31.7％と
徐々に減少している。
　一方、「東京」については「全国」よりもさらに大きな
影響が生じていることがわかる。1985年に22,882千足
（全国の約40％）あった生産量が2012年には2,901千足
（全国の約20％）にまで減少し、ＴＱ制度導入以降約85
％の減少率となっている。年間隔の短い2012年を除き、
2000年以降の減少率も－25.6％、－34.7％、－48.2％と「全
国」より大幅に上昇している。
　以上のとおり、ＴＱ制度の緩和がおこなわれた1995年
以降、輸出量および国内の生産足数の推移に鑑みても、
影響が顕著にあらわれているといえる。
宮　寺　良　光
も、影響が顕著にあらわれているといえる。 
 
３．革製履物製造業の事業所数および従業者数の動向 
 表６は、革製履物製造業の事業所数および従業者数
の推移を示したものである。 
 事業所に関しては、「全国」では、1985年から1990
年にかけて1,180事業所から1,324事業所に増加してい
るものの、その後は減少し、2011年では454事業所にま
で減少している。また、「東京」では、1985年以降一
貫して減少する傾向を示しており、1985年から2011年
までに20余年の間に955事業所から281事業所にまで減 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ⅳ．浅草における革製履物製造業の現状と課題 
―聞き取り調査 11を踏まえて― 
 
１．東京都内の革製履物製造業の特徴と趨勢 
 東京の革製履物製造業は、全国でも有数の産業集積
地の1つである。なかでも、城東地域12には、東京都内
全体の９割以上の事業所が集中しており、とりわけ、
台東区の浅草地域には、多数の事業所が存在している。
しかし、自由貿易化にともなう外国からの輸入品の増
加により、この地域も少なからず影響を受けているこ
とがうかがえる。 
少している。 
 一方、従業者に関しては、「全国」では、1985年か
ら1990年にかけて26,885人から28,855人に増加してい
るものの、その後は減少し、2011年では7,969人にまで
減少している。また、「東京」では、1985年以降一貫
して減少する傾向を示しており、1985年から2011年ま
でに20余年の間に8,640人から2,098人にまで減少して
いる。なお、「東京」の「個人事業主」のなかには、
「靴職人」10が多く含まれるものと考える。この「個
人事業主」も1995年から2000年にかけて一時的に増加
するものの、顕著な減少傾向を示している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 表７は、地域別にみた事業所・従業者数の推移を示
したものであるが、厳しい状況下におかれていること
がわかる。1985 年から 2011 年の増減率をみてみると、
「事業所数」は、「東京都」で 70％の減少がみられ、「台
東区」でも 66％の減少となっている。また、「従業者
数」についても、「東京都」で 76％の減少がみられ、「台
東区」では 73％の減少となっている。山本（2008）の
いう「産業集積地としての優位性」は依然としてみら
れるものの、長期的な趨勢としては、衰退が否めず、
東京の下町を象徴する地場産業の存亡が危惧される。 
 
表４ 革製履物の輸出状況            単位：千足 
1988 年 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 2012 年 
革製履物の輸出足数 5,639 6,929 4,360 2,181 1,686  1,397  1,254
増減数 ― 1,560 -2,569 -2,179 -495  -289  -143 
増減率 ― 29.1% -37.1% -50.0% -22.7% -17.1% -10.2%
資料：東京都皮革技術センター台東支所「皮革統計ハンドブック」（日本関税協会「日本貿易月表」より作成） 
 
表５ 革製履物の生産足数（常用従業者 10 人以上の事業所）の状況   単位：千足 
 1985 年 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2010 年 2012 年 
生産足数 
全国 53,387  54,054 49,525 35,961 25,427 17,366  16,215
東京 22,882  17,338 13,834 10,297 6,729 3,486  2,901
増減数 
全国 ― 667 -4,529 -13,564 -10,534 -8,061  -1,151
東京 ― -5,544 -3,504 -3,537 -3,568 -3,243  -585
増減率 
全国 ― 1.2% -8.4% -27.4% -29.3% -31.7% -6.6%
東京 ― -24.2% -20.2% -25.6% -34.7% -48.2% -16.8%
 注：1995年の東京分については、資料の都合上、1996年分を掲載した。 
資料：東京都皮革技術センター台東支所「皮革統計ハンドブック」（経済産業省「雑貨統計年報」、「繊維・生活用
品統計年報」、「経済産業省生産動態統計調査」より作成） 
 
表６ 革製履物製造業の事業所数および従業者数の推移  単位：事業所、人 
 地域 1985 年 1990 年 1995 年 2000 年 2005 年 2008 年 2011 年 
事業
所 
全国（4人以上） 1,180 1,324 1,087 880 603  575 454
東京（全事業所） 955 848 658 680 423  381 281
従業
者 
全国（4人以上） 26,855 28,855 22,671 16,391 11,252  10,383 7,969
東京（全事業所） 8,640 7,537 5,917 5,068 3,066  3,028 2,098
うち個人事業主 1,105 902 598 666 397 320 213
資料：経済産業省「工業統計調査」より作成 
表４　革製履物の輸
表５　革製履物の生産足数（常用従業者10 上の事業所）の状況
表６　革製履物製造業の事業所数および従業者数の推移
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３．革製履物製造業の事業所数および従業者数の動向
　表６は、革製履物製造業の事業所数および従業者数
の推移を示したものである。
　事業所に関しては、「全国」では、1985年から1990年に
かけて1,180事業所から1,324事 所に増加しているもの
の、その後は減少し、2011年では454事業所にまで減少
している。また、「東京」では、1985年以降一貫して減
少する傾向を示しており、1985年から2011年までに20余
年の間に955事業所から281事業所にまで減少している。
　一方、従業者に関しては、「全国」では、1985年から
1990年にかけて26,885人から28,855人に増加しているも
のの、その後は減少し、2011年では7,969人にまで減少
している。また、「東京」では、1985年以降一貫して減
少する傾向を示しており、1985年から2011年までに20余
年の間に8,640人から2,098人にまで減少している。なお、
「東京」の「個人事業主」のなかには、「靴職人」10が多
く含まれるものと考える。この「個人事業主」も1995年
から2000年にかけて一時的に増加するものの、顕著な
減少傾向を示している。
Ⅳ．浅草における革製履物製造業の現状と課題
　　―聞き取り調査11を踏まえて―
１．東京都内の革製履物製造業の特徴と趨勢
　東京の革製履物製造業は、全国でも有数の産業集積
地の１つである。なかでも、城東地域12には、東京都内
全体の９割以上 事業所が集中しており、とりわけ、台
東区の浅草地域には、多数の事業所が存在している。
しかし、自由貿易化に もなう外国からの輸入品の増加
により、この地域も少なからず影響を受けていることが
うかがえる。
　表７は、地域別にみた事業所・従業者数の推移を示
したものであるが、厳しい状況下におかれていることが
わかる。1985年から2011年の増減率をみてみると、「事
業所数」は、「東京都」で70％の減少がみられ、「台東
区」でも66％の減少となっている。また、「従業者数」
についても、「東京都」で76％の減少が みられ、「台東区」
では73％の減少となっている。山本（2008）のいう「産
業集積地としての優位性」は依然としてみられるものの、
長期的な趨勢としては、衰退が否めず、東京の下町を象
徴する地場産業の存亡が危惧される。
自由貿易化に伴う地場産業衰退に関する事例分析
－ 4 0－
２．東都製靴および靴工組合への聞き取り調査のまとめ
　表８は、東都製靴および靴工組合への聞き取り調査
結果をまとめたものである。いくつかの調査項目のなか
から、以下では、「現状把握」と「政策要望」の２点に
ついて分析をおこなうこととする。
　まず、「現状把握」については、東都製靴および靴工
組合ともに厳しい状況に置かれていることがわかる。「生
産・受注量」について、いずれも「減少」と回答してい
る理由については、既述のように、海外からの安価な製
品が流入していることに加え、関税の課税対象から除
外される「部分品」として輸入されるものの量が増加し
ていることもあげられていた。なかには、ほぼ完成品に
近い状態のものもあり、最終的な工程のみを国内でおこ
なうことでコストの抑制を図っているものもあるとのこと
であった。海外からの安価な輸入製品の増加のみなら
ず、部分品の輸入によって、付加価値生産性の高い「製
甲」の生産量が減少し、付加価値生産性の低い「底付け」
の受注量が相対的に高くなり、低所得を促している側面
がうかがえる。
　次に、「政策要望」については、東都製靴と靴工組合が
対称的な結果になったといえる。いわば、「労使関係」に
みられる視点の違いがうかがえる。東都製靴は、経営者
の組合であり、従業員を抱えた量産型の生産体制を整え
た企業が中心である。そのため、安価な海外製品が流通
する国内市場での販路拡大よりも、市場規模が大きく、経
済活動が活発な中国を中心とした海外進出を念頭に置いた
政策要望を示している。加えて、「外国人研修制度の活用」
による安価な労働力の確保による価格競争も見据えている。
一方、靴工組合については、国内市場での流通に重きを置
いた要望をもっている。関税制度の見直しはいうまでもなく、
国内の労働市場（雇用）の安定や社会保障制度の機能性
の向上など、生活不安を解消することによる消費の拡大が
国内市場での流通量拡大、さらに、革靴生産量の増加に
つながるものと考えている。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
求していくことが必要不可欠である。 
 昨今、革靴製造に興味を示す若者が増加している。
東京都立城東職業能力開発センター台東分校（製くつ
科：1年制）では、定員 20 名に対して、数倍の出願者
がある。その多くが、「オリジナルの革靴をつくりたい」
という希望をもっているという 13。しかし、ここでの
修了生が地場のメーカーに就職する例は少なく、靴職
人の再生産が困難な状況にある。こうした問題を踏ま
え、浅草民主商工会では、「独立開業者支援」として共
同作業所を 2006 年に開所させた。その主な取り組み内
容としては、開設した作業所を低額で貸与し、引退し
た靴職人による技術指導や経営支援などをおこなうと
いったものである。 
 しかし、このような取り組みが、必ずしも功を奏し
ているわけではない。Ｙ氏の場合には、3 年かけて採
算が取れるところまで定着してきたが、生産の中心は
「製甲」であり、問屋やメーカーが一職人の量産化が
難しいオリジナル製品を流通させることには消極的で
ある。このような問題はあるにしても、浅草での若者
によるチャレンジが、いずれ「浅草ブランド」をけん
引し、革製履物製造業の再興を期待する声が高まって
いる。今後の課題としては、市場とのマッチングをど
のように進めていくかにあるものと考える。 
 
Ⅴ．むすびにかえて 
 
 「自由貿易論」の立場に立てば、国家間の貿易障壁
を低減していくことが、ひいては国家間の経済格差を
縮小していくこととなり、紛争の勃発を抑制すること
が期待できるのかもしれない。しかし、それには単な 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
る「関税」という貿易上の規制を緩和していくだけで
なく、通貨為替レートの適正化や当事国間の国内の社
会制度の統一性など、取引上の公平性を整えていくこ
とが同時に必要になるものと考える。なぜならば、産
業の優位性を優先するがために、労働条件・労働基準
や社会的セーフティネットなどが形骸化され、結果的
に経済格差を助長する可能性があるからである。本稿
で事例として取り上げた革製履物製造業のように、産
業構造の転換に追従するのが難しい階層も存在する。
同産業の従事者のなかには、「靴職人」と呼ばれる「名
目的自営業者」が多く含まれ、彼らの多くは「自営業」
であるがゆえに労働・社会保障法制度の保護から抜け
落ち易い階層である。自由貿易化によって斜陽化が進
むなか、同産業の「名目的自営業者」の就業・生活条
件の悪化が懸念される（宮寺，2013）。 
 ＴＰＰへの参入を念頭に置いて「産業競争力の強化」
が声高に論じられ、地域経済は「地方創生」として地
域に丸投げされようとしている。いずれも「自己責任」
に委ねられるものであるが、今後、地域経済にどのよ
うな影響があらわれるか、その動向に着目していくこ
とを研究課題とし、むすびにかえたい。 
 
注 
１ 「関税と貿易に関する一般協定（GATT : General 
Agreement on Tariffs and Trade）」のことを指す。関
税、輸出入規制など貿易上の障害を低減または廃止し、
国際貿易の自由、無差別の原則の確立を目指して1947
年に23カ国が調印し、1948年に発行する。わが国は、
1955年に加盟している。1995年に世界貿易機関（WTO）
に移行し、現在に至る。 
表８ 聞き取り調査のまとめ 
項目 東都製靴 靴工組合 
現
状
把
握 
生産・受注量 ・減少 ・減少 
組合員構成 ・組合員数の減少 
・組合員数の減少 
・組合員の高齢化 
・組合員の低所得層の増加 
政
策
要
望 
積極的な海外展開を
進めるために 
・移転しやすい環境の整備（中国等海外へ
の生産拠点の移転、市場の開拓） 
― 
国民の消費傾向が安
価な量産品に傾斜し
ないために 
― 
・関税率の引き上げ（関税率をＴＱ前に
戻す） 
・雇用対策や社会保障の充実による生活
不安の解消 
従業者の経営・生活を
安定させるために 
・外国人研修制度の活用（外国人労働力の
活用） 
・賃金などの労働条件の改善 
・賃確法の適用（請負先企業の倒産による
工賃の未払い防止） 
 注：本調査は、2009 年 1 月 16 日に中央大学経済学部八幡一秀教授とともに実施したものである。 
表８　聞き まとめ
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２．東都製靴および靴工組合への聞き取り調査のまとめ 
 表８は、東都製靴および靴工組合への聞き取り調査
結果をまとめたものである。いくつかの調査項目のな
かから、以下では、「現状把握」と「政策要望」の２点
について分析をおこなうこととする。 
 まず、「現状把握」については、東都製靴および靴工
組合ともに厳しい状況に置かれていることがわかる。
「生産・受注量」につ て、いずれも「減少」と回答
している理由については、既述のように、海外からの
安価な製品が流入していることに加え、関税の課税対
象から除外される「部分品」として輸入されるものの
量が増加していることもあげられていた。なかには、
ほぼ完成品に近い状態のものもあり、最終的な工程の
みを国内でおこなうことでコストの抑制を図っている
ものもあるとのことであった。海外からの安価な輸入
製品の増加のみならず、部分品の輸入によって、付加
価値 性の高い「製甲」の生産量が減少し、 加価
値生産性の低い「底付け」の受注量が相対的に高くな
り、低所得を促している側面がうかがえる。 
 次に、「政策要望」については、東都製靴と靴工組合
が対称的な結果になったといえる。いわば、「労使関係」
にみられる視点の違いがうかがえる。東都製靴は、経
営者の組合であり、従業員を抱えた量産型の生産体制
を整えた企業が中心である。そのため、安価な海外製
品が流通する国内市場での販路拡大よりも、市場規模
が大きく、経済活動が活発な中国を中心とした海外進
出を念頭に置いた政策要望を示している。加えて、「外
国人研修制度の活用」による安価な労働力の確保によ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
る価格競争も見据えている。一方、靴工組合について
は、国内市場での流通に重きを置いた要望をもってい
る。関税制度の見直しはいうまでもなく、国内の労働
市場（雇用）の安定や社会保障制度の機能性の向上な
ど、生活不安を解消することによる消費の拡大が国内
市場での流通量拡大、さらに、革靴生産量の増加につ
ながるものと考えている。 
 いずれも当事者団体の置かれている状況を踏まえた
的確な要望であるようにうかがえたが、いずれも一長
一短の側面が否めない 仮に 東都製靴の要望を反映
したとしても、果たして価格競争で新興国の安価な製
品に太刀打ちできるかという疑問が残る。一方、靴工
組合の要望をみると、関税制 について 、世界的
自由貿易化の流れに逆行するものであり、労働市場の
流動化や社会保障の充実には、政策的合意形成 難し
さがともなう。いずれも実現の可能性という点では、
難航が予想される。しかし、こうした課題に着目し、
新たなブランドの発掘や人材の育成に向けた取り組み
が、浅草でおこなわれている。 
 
３．革製履物製造業をめぐる課題 ―「量産」から「ブ
ランド力」へ― 
 日本製品が価格競争で太刀打ちできない状況に置か
れていることはいうまでもない。このような状況下で、
国内外を問わず、販路を見出すためには、「高くても売
れる」製品を生産していくことにあるものと考える。
そのためには、製品の「ブランド力」が必要となり、
そのためには、他社とは異なるデザインや機能性を追 
表７ 地域別にみた革製履物製造業の事業所・従業者数の推移  単位：事業所、人 
  地域 1985年 1990年 1993年 2000年 2005年 2008年 2011年 
事
業
所
数 
東京都 
955 848 645 680 423 381 281
- -11.2% -23.9% 5.4% -37.8% -9.9% -26.2%
 特別区 
948 840 638 674 419 375 279
- -11.4% -24.0% 5.6% -37.8% -10.5% -25.6%
 城東地域 
894 804 604 653 403 358 266
- -10.1% -24.9% 8.1% -38.3% -11.2% -25.7%
  うち台東区 
333 362 257 299 191 193 112
- 8.7% -29.0% 16.3% -36.1% 1.0% -42.0%
従
業
者
数 
東京都 
8,640 7,537 6,123 5,068 3,066 3,028 2,098
- -12.8% -18.8% -17.2% -39.5% -1.2% -30.7%
 特別区 
8,330 7,204 5,863 4,818 2,869 2,737 2,089
- -13.5% -18.6% -17.8% -40.5% -4.6% -23.7%
 城東地域 
7,938 6,936 5,654 - 2,752 2,587 2,000
- -12.6% -18.5% - - -6.0% -22.7%
  うち台東区 
2,622 2,415 1,974 1,678 1,031 1,065 702
- -7.9% -18.3% -15.0% -38.6% 3.3% -34.1%
 注：掲載した数値は、調査対象が「全数」の年のみを用いている。 
資料：東京都「東京の工業（工業統計調査報告）」各年版より作成 
表７　地域別にみた革製履物製 ・従業者数の推移
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　いずれも当事者団体の置かれている状況を踏まえた的
確な要望であるようにうかがえたが、いずれも一長一短
の側面が否めない。仮に、東都製靴の要望を反映した
としても、果たして価格競争で新興国の安価な製品に太
刀打ちできるかという疑問が残る。一方、靴工組合の要
望をみると、関税制度については、世界的な自由貿易化
の流れに逆行するものであり、労働市場の流動化や社
会保障の充実には、政策的合意形成の難しさがともなう。
いずれも実現の可能性という点では、難航が予想される。
しかし、こうした課題に着目し、新たなブランドの発掘
や人材の育成に向けた取り組みが、浅草でおこなわれて
いる。
３．革製履物製造業をめぐる課題 ―「量産」から「ブ
　ランド力」へ―
　日本製品が価格競争で太刀打ちできない状況に置か
れていることはいうまでもない。このような状況下で、国
内外を問わず、販路を見出すためには、「高くても売れる」
製品を生産していくことにあるものと考える。そのために
は、製品の「ブランド力」が必要となり、そのためには、
他社とは異なるデザインや機能性を追求していくことが
必要不可欠である。
　昨今、革靴製造に興味を示す若者が増加している。
東京都立城東職業能力開発センター台東分校（製くつ科：
１年制）では、定員20名に対して、数倍の出願者がある。
その多くが、「オリジナルの革靴をつくりたい」という希
望をもっているという13。しかし、ここでの修了生が地場
のメーカーに就職する例は少なく、靴職人の再生産が困
難な状況にある。こうした問題を踏まえ、浅草民主商工
会では、「独立開業者支援」として共同作業所を2006年
に開所させた。その主な取り組み内容としては、開設し
た作業所を低額で貸与し、引退した靴職人による技術
指導や経営支援などをおこなうといったものである。
　しかし、このような取り組みが、必ずしも功を奏して
いるわけではない。Ｙ氏の場合には、３年かけて採算
が取れるところまで定着してきたが、生産の中心は「製甲」
であり、問屋やメーカーが一職人の量産化が難しいオリ
ジナル製品を流通させることには消極的である。このよ
うな問題はあるにしても、浅草での若者によるチャレン
ジが、いずれ「浅草ブランド」をけん引し、革製履物製
造業の再興を期待する声が高まっている。今後の課題と
しては、市場とのマッチングをどのように進めていくかに
あるものと考える。
Ⅴ．むすびにかえて
　「自由貿易論」の立場に立てば、国家間の貿易障壁を
低減していくことが、ひいては国家間の経済格差を縮小
していくこととなり、紛争の勃発を抑制することが期待
できるのかもしれない。しかし、それには単なる「関税」
という貿易上の規制を緩和していくだけでなく、通貨為
替レ トーの適正化や当事国間の国内の社会制度の統一
性など、取引上の公平性を整えていくことが同時に必要
になるものと考える。なぜならば、産業の優位性を優先
するがために、労働条件・労働基準や社会的セ フーティ
ネットなどが形骸化され、結果的に経済格差を助長する
可能性があるからである。本稿で事例として取り上げた
革製履物製造業のように、産業構造の転換に追従する
のが難しい階層も存在する。同産業の従事者のなかに
は、「靴職人」と呼ばれる「名目的自営業者」が多く含
まれ、彼らの多くは「自営業」であるがゆえに労働・社
会保障法制度の保護から抜け落ち易い階層である。自
由貿易化によって斜陽化が進むなか、同産業の「名目的
自営業者」の就業・生活条件の悪化が懸念される（宮寺，
2013）。
　ＴＰＰへの参入を念頭に置いて「産業競争力の強化」
が声高に論じられ、地域経済は「地方創生」として地域
に丸投げされようとしている。いずれも「自己責任」に
委ねられるものであるが、今後、地域経済にどのような
影響があらわれるか、その動向に着目していくことを研
究課題とし、むすびにかえたい。
注
１　「関税と貿易に関する一般協定（GATT : General 
Agreement on Tariffs and Trade）」のことを指す。
関税、輸出入規制など貿易上の障害を低減または廃
止し、国際貿易の自由、無差別の原則の確立を目指し
て1947年に23カ国が調印し、1948年に発行する。わ
が国は、1955年に加盟している。1995年に世界貿易
機関（WTO）に移行し、現在に至る。
２　「比較優位」という点についての両者の主張は共通
しており、比較優位な産業に各自が専念することの必
要性を説いている。スミスについては、「見えざる手
（invisible hand）」に象徴されるが、重商主義批判に
「比較優位」の意図が含まれ、「外国製品にたいする
輸入制限は、安価な外国製品を買わず、それより高価
な自国製品を生産することになる。その結果、自国の
資本はより有利な用途から、より不利な用途に転用さ
自由貿易化に伴う地場産業衰退に関する事例分析
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れ、一国の年々の生産物の交換価値はそれだけ減少
することになる」とし、「個 人々が自己の利益だけを意
図して資本投下すれば－中略－社会全体の利益を促
進させることになる」としている（山本他，1995）。また、
リカ ドーについては、「一国経済は、長期的には－中
略－資本蓄積の誘因が消滅した一種の定常状態へと
ゆきつかざるをえない」が、「その枠内でよりよい定常
状態へといたる高い発展軌道に一国経済を乗せる」た
めには、「一つは技術革新であり、もう一つは自由貿
易とりわけ安価な外国食料の輸入」としている（山本
他，1995）。
３　日本産業分類上の「革製履物製造業」には、革製
スリッパを含むが、実際には革靴の製造が大半を占め
ており、本文中に「革靴」と記している場合も、「革
製履物」とほぼ同義として用いている。
４　東京（台東区）、兵庫（神戸）、大阪（西成区）、奈良
（大和郡山）などが代表的である。
５　皮革・革靴関連の産業が根付いてきた地域には、
その多くが背景に「同和問題」を抱えていることにも
留意しておかなければならない。
６　1944年に44 ヶ国が参加して国際金融機構に関する
協定が結ばれる。その後、国際通貨基金（IMF）お
よび国際復興開発銀行（IBRD）が設立され、通貨
価値の安定、貿易振興、開発途上国の開発を行い自
由で多角的な世界貿易体制をつくるため為替相場の
安定が計られた。当初、国際貿易機構（ITO）の設
立が企図されていたが、アメリカ議会での反対があり、
GATTが創設されることとなる。
７　1985年同時の輸入数量は、約100万足であった。
８　譲許税率（bound tariff rate）とは、ＷＴＯ等の通
商協定において協定加盟国が個々の産品に対して国
際的に約束した上限税率のことであり、加盟国はすべ
ての国に対してこの税率を適応しなければならない。
９　外務省ＨＰ（http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/t_
kanzei/index.html：2014年10月時点）によれば、「一
般特恵関税制度（GSP：Generalized System of
 Preferences）は、開発途上国の輸出所得の増大、工
業化と経済発展の促進を図るため、開発途上国から
輸入される一定の農水産品、鉱工業産品に対し、一
般の関税率よりも低い税率（特恵税率）を適用する制
度」と説明している。
10　江口（1980）は、「名目的自営業者」の３つの局面
として、①都市的・製造業的自営業（「職人」の分化・
分解と没落の形態、内職（家内労働））、②都市的・
商業的自営業（「生業」・「雑業」）、③農業的自営業（「零
細兼業農家」経営）に類型化している。宮寺（2013）
では、こうした問題意識に基づき、最近の状況につい
て現状分析をおこなっている。
11　2008年１月16日に東京靴工組合（以下、靴工組合）、
東都製靴工業組合（以下、東都製靴）、浅草東民主商
工会（以下、浅草東民商）に対して実施した調査である。
いずれも浅草地域に拠点を構え、革製履物製造業に
従事する事業者や労働者を多数組織している団体で
ある。このうち、浅草東民商については、靴職人を志
す若者（Ｙ氏）への独立開業者支援の取り組みについ
て、主に調査をおこなった。
12　東京都産業労働局の地域区分によれば、台東区、
墨田区、荒川区、江東区、足立区、葛飾区、江戸川
区の７区を「城東地域」としている。
13　『全国商工新聞』（2008年３月31日発行）によれば、
ネットワーク「靴・ものづくり懇談会」の活動が紹介さ
れており、20 ～ 30歳代の若者が靴作りを未来につな
げようとしている。
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